

「ホームヘルプ予算今年度メドついた」塩田部長語る

～第１３回障害者（児）の地域生活支援の在り方に関する検討会開かれる～
　委員会の冒頭、塩田障害保健福祉部長は、「ホームヘルプ予算について今年度２割を超える予算の不足が予想されていたが、関係者の努力によって、所要額を全額確保できる見通しがたった。また、来年度予算についても、満額確保できるように現在努めているところである」と挨拶した。

　12月12日(金)、「第13回障害者（児）の地域生活支援の在り方に関する検討会」が厚生労働省で行われた。予算確保の状況が厳しい情報が流れる中、今回は傍聴希望者が多数となり、抽選となったとのこと。

　塩田部長の挨拶を受ける形で、障害7団体を代表して森裕司委員（日本身体障害者団体連合会）が「私たちの要望を受け止めていただき深く感謝したい」とお礼を述べた。

　

　さて、委員会はこれまでの論点整理と今後の委員会の進め方について事務局から提案があった。内容は、１．ライフステージ等に応じたサービス体系の在り方、２．サービスを適切に供給していくためのシステムの在り方、３．サービス供給を支える基盤の在り方、とされ、財源の在り方については、３の中に位置付けられている。また、ホームヘルプについては当事者団体の委員と学識経験者とで作業班をつくり、つめた議論を行いたいとした。

　中西委員からも、ホームヘルプを中心にした２巡目以降の議論の進め方について具体的な提案がされた。

　中西委員からの提案も含めて、座長と事務局が相談し、次回具体的な提案を行うことになった。

　今回の議論では、将来的にどう財源を確保するか具体的な議論が必要との発言が目立った。「地方の立場にたった仕組みをつくってほしい」「現在の介護保険におけるサービスを見たとき、その改善を図る意味でも介護保険への論議が必要」「どういう制度設計をしていけばよいかという観点で、介護保険への論議をしたほうがよい」といった発言が相次いだ。

　これに対して、中西委員や、オブザーバーたちから「介護といった重要な施策は税で行うのが基本ではないか。保険は道理にあわない」「自分たちには負担能力がない。介護保険では難しい」と主張した。

　最近の検討委員会の動きを見ていると、財源確保という至上命題によって、介護保険への統合の論議が先走っている傾向が強い。もちろん、財源確保は重要な課題であるが、その中身の在り方によって終着駅は決まってくるはずである。今、障害を持つ人たちの地域社会の中で社会的自立、社会参加を可能とさせる社会基盤はどうあるべきか、社会保障給付の在り方はどうなのか、といった議論こそ求められる。現状の介護保険制度を見る限り、到底ばら色の制度とは言いがたい。

次回検討会は1月22日（木）10時～12時、厚労省17階18階会議室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成16年度に向けた事業運営の見直しについて提案を受ける

　去る10日（水）厚労省障害保健福祉部は、障害7団体を呼んでこの問題について説明を行ったが、12日の検討会終了後、それをペーパーにする形で、各団体に手渡した。

　来年度のサービス量を確保するという観点から、見直したいとし、○居宅介護（ホームヘルプサービス）支援費の早朝、夜間等加算の適用の見直し、○居宅介護（ホームヘルプサービス）支援費基準額等の見直し、（１）身体介護、家事援助について、現行の介護報酬の単価に合せる、（２）全身性障害者の移動介護について、日常生活支援との一本化を図る、（３）移動介護について、「身体介護を伴う」と「身体介護を伴わない」の区分をやめ、一本化を図る、○地域区分率の見直し、などとある。

　支援費基準額の見直しは、身体介護について、90分を超えて30分ごとに加算する額が現行の2,190円から830円と大幅に減額される。また、全身性障害者の移動介護が日常生活支援と一本化されることは、移動介護を多く認めていた自治体の障害者にとっては大きな痛手となることが明らかである。

　この提案は12月20日ぐらいまでに団体に持ち帰った上、回答することとなっている。やりくりに大変なことは理解できるが、しわ寄せが地方の障害者などより弱い立場にある障害者にこないようにさせることが一番求められている。
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